
平成１９年１２月２１日/首都高速道路株式会社 

 

首都高速道路株式会社第３期（平成２０年３月期）中間決算のポイント 

（会計期間：平成１９年４月１日～平成１９年９月３０日） 

 

１．営業損益の概況 

（１） 上半期は、首都高速道路を１日平均１１５万台のお客様にご利用いただきましたが、昨

年度の中間期と比較しますと、０．６万台／日、０．５％の増となっております。 

一方、料金収入等１，２７４億円はＥＴＣ利用率の上昇に伴う割引額の増などにより、

昨年度の中間期により、４億円、０．３％の減収となりました。 

また営業費用のうち、管理費２５４億円は、昨年度の中間期と比較しますと、上期比

率が３６％→４０％、４０億円の増となりました。これは補修工事等の前倒し執行による

ものです。 

この結果、営業利益はほぼ半減しております。なお、補修工事等の完成が下半期に

多いことから、上半期においては下半期に比べ利益が発生しやすい状況にあります。  

（２） 関連事業は、都市計画駐車場における大口顧客の獲得など長期安定顧客の確保や

自動二輪車駐車場の設置などの増収対策等により、３億円の利益を計上しました。 

  （３） 全事業では、以下の表のとおり、経常利益５９億円、税引後純利益３２億円を計上しま

した。 

                                （単位：億円 億円未満切捨て） 

 平成 20 年 3 月期

中間期連結実績（A）

平成 19 年 3 月期

中間期連結実績（B）

増減 

（A）―（B） 

 

<高速道路事業>     

営業収益（売上高） １，３２３ １，４８８ ▲１６５  

うち料金収入等  １，２７４ １，２７８ ▲４   

うち道路資産完成高 ４９ ２１０ ▲１６０  

営業費用 １，２７１ １，３８９ ▲１１８  

うち賃借料 ９６７ ９６４ ３  

うち道路資産完成原価 ４９ ２１０ ▲１６０  

 

うち管理費 ２５４ ２１５ ３９  

営業利益 ５２ ９９ ▲４６  

<関連事業>  

営業利益  ３ ２

 

０ 

 

<全事業> 

営業利益 ５６ １０１

 

▲４５ 

 

 経常利益 ５９ １０２ ▲４３  

 税引後純利益 ３２ ６０ ▲２８  
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２．その他の損益の状況 
 
（１）平成１９年７月に南青山分室（保養施設）を売却しましたが、その売却益４億円について

は、特別利益として計上しました。 

（２）平成１９年８月の東京大気汚染訴訟の和解に伴う東京都への拠出５億円については、特

別損失として計上しました。 

 

３．平成２０年３月期の業績見通し 

平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日の通期の業務見通しにつきましては、連結ベー

スで高速道路事業の営業利益１０億円、関連事業の営業利益６億円をそれぞれ計上する見

通しです。 

これにより、経常利益で１１億円、税引後純利益で５億円を見込んでいます。 

 

なお、中央環状線（４号新宿線～５号池袋線）や横浜公園出口の開通等により、道路資産

完成高１，８２３億円を機構に引渡す見込みです。 

（単位：億円） 

 通期連結見通し 平成 20 年 3 月期

中間期連結実績

上期比率 

<高速道路事業>            

営業収益（売上高） ４，３８９ １，３２３   ― 

うち料金収入等 ２，５６６ １，２７４     49.6％  

うち道路資産完成高 １，８２３ ４９ 2.7％ 

営業費用 ４，３７９ １，２７１  ― 

うち賃借料 １，９３５ ９６７ 50.0％ 

うち道路資産完成原価 １，８２３ ４９ 2.7％ 

 

うち管理費 ６２２ ２５４ 40.8％ 

営業利益 １０ ５２   ― 

<関連事業>  

営業利益  ６ ３

 

― 

<全事業> 

営業利益 １６ ５６

 

― 

経常利益 １１ ５９ ― 

税引後純利益 ５ ３２ ― 

※端数処理の関係で、計が合わないことがあります。 

 

注）上記に記載した予想数値は、現時点での情報により判断した見通しであり、多分に不確定な要素

を含みます。また、実際の業績等は業況の変化等により上記予想数値と異なる場合があります。 
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４．連結子会社の状況 
 
昨年度の中間期末の連結対象会社は、子会社３社及び関連会社９社（料金収受会社８社

及び交通管理会社１社）の計１２社でした。昨年１２月に料金収受会社１社を子会社化し、本

年４月には残りの料金収受会社７社及び交通管理会社１社を子会社化するとともに、維持修

繕業務を実施する子会社５社を設立しました。これにより、平成２０年３月期中間期末は連結

子会社のみ１７社となりました。 

なお、連結及び個別の財政状態等は以下のとおりです。 

 

第３期中間期における連結財務諸表及び個別財務諸表の比較 
 

（単位：億円 億円未満切捨て） 
 

 資産額 売上高 税引後純利益 

連結財務諸表（A） ５，２３７ １，３４３ ３２ 

個別財務諸表（B） ５，１８６ １，３３５ ２８ 

差  異（A）－（B） ５１ ７ ３ 

 

（参考）平成２０年３月期の単体業績見通し 

（単位：億円） 

 平成 20 年 3 月期

中間期実績 

通期単体見通し 事業計画  平成 19 年 3 月期

通期実績 

<高速道路事業>             

営業収益（売上高） １，３２３ ４，３８９ ４，３９７  ２，８３７

うち料金収入等 １，２７４ ２，５６６  ２，５６１  ２，５４７ 

うち道路資産完成高 ４９ １，８２３ １，８３６  ２８９

営業費用 １，２７３ ４，３７９ ４，３９２  ２，８００

うち賃借料 ９６７ １，９３５ １，９３５  １，９４４

うち道路資産完成原価 ４９ １，８２３ １，８３６  ２８９

 

うち管理費 ２５６ ６２２ ６２２  ５６６

営業利益 ５０ １０ ５  ３６

<関連事業>  

営業利益  １ ２

 

２ 

 

１

<全事業> 

営業利益 ５２ １２

 

７ 

 

３８

経常利益 ５２ ６ １  ３９

税引後純利益 ２８ ３ ０  ２５

※端数処理の関係で、計が合わないことがあります。 

以 上 


